
「災害時要援護者避難支援事業」について 

 

１．災害時要援護者避難支援事業 

   風水害や土砂災害などの自然災害が発生したときに、第三者の支援がなければ一人

で避難できない在宅の方を「災害時要援護者」と位置づけ、災害時要援護者を把握し、

その情報を地域と共有をすることで、地域における支援体制の整備を図るもの。 

 

  ◆具体的な事業の流れ 

   ・対象者（※）に「災害時要援護者調査」を実施。 

   ・第三者の避難支援を必要とし、個人情報の提供に同意する方について、避難時の

手助け（情報伝達や避難誘導など）を行う「避難支援員」を地域で選定し、「個別

支援計画書」を作成。 

   ・災害時要援護者にかかる「個別支援計画書」の情報を行政と地域で共有し、避難

支援に役立てる。       

※ 要援護者の要件 

               ①70歳以上の一人暮らしの方 

               ②要介護３以上の方   

               ③身体障害者手帳１・２級の方 

               ④療育手帳Ａ判定の方 

               ⑤精神障害者手帳１級の方 

               ⑥難病患者の方（郡山保健所に要援護者台帳の登録をしている方） 

 

２．事業の実施状況（詳細は別紙をご参照ください） 

   ◆実施自治会  100自治会   

※ H23（モデル事業）5自治会    H24  38自治会    H25   57自治会 

    ◆実施内容       

        実施自治会区域に居住の要援護者を対象に「災害時要援護者調査」を実施。 

       調査の結果、「避難支援を希望」する要援護者のリストを作成し、自治会に 

避難支援員の選定等を依頼。災害時要援護者の情報を市と地域で共有する。  

  ※H25の調査結果  

   調査票送付人数：2,728人 

自力または家族等の手助けで避難できる：2,025人  

避難できないので避難支援を希望する：  408人 

◆避難支援員の選任状況 

※H24までの避難支援希望者数：368人 

（うち、避難支援員決定者数：206人 申請取下げや死亡・転出等：107人） 
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